
令和６年度
目黒区特定教育・保育施設
（私立認可保育所）の指導検査について
【概要編】

配信期間:令和７年３月１７日（月）から６月３０日（月）まで
目黒区保育計画課 保育施設指導検査係



１ 指導検査の法的根拠と目的
２ 区の指導検査の流れ
３ 区における助言・指導の体制
４ 区内指導検査対象保育施設数の推移
５ 指導検査の実施状況について
６ 令和７年度の指導検査の予定について
７ 指導検査の意義
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■施設型給付の確認
運営基準＜区条例＞

(子ども・子育て支援法第34条第2項)

■児童福祉施設の認可
認可基準＜都条例＞

（児童福祉法第45条第1項）

■区による指導監督（支援法第14条,38条）
支援法の施行に必要な限度において、
・報告、帳簿書類その他物件の提出/提示
・設置者、職員等の出頭
・関係者への質問
・施設/事務所/関係場所への立入検査

■都による指導監督
（児童福祉法第46条第1項）
法第45条第1項の基準を維持するため、
・報告の徴取
・関係者への質問
・施設への立入検査

■区による勧告・命令（支援法第39条）
・運営基準に従って適正な運営をしていない場合
→改善勧告、公表、改善命令

■確認取消等 （支援法第40条）
・認可、運営基準に従った運営ができなくなった場合
・施設型給付費の不正請求があった場合 等
→確認取消、確認の全部又は一部の効力停止

■都による勧告・命令
（児童福祉法第46条第3・4項）
・施設の設備又は運営が認可基準に達し

ないとき
→改善勧告・改善命令・事業停止命令

■認可の取消
（児童福祉法第58条第1項）

・命令・処分に違反したとき
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等
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目黒区東京都
１ 指導検査の法的根拠と目的



市町村は、子どものための教育・保育給付に関して必要があると認
めるときは、この法律の施行に必要な限度において、当該子どもの
ための教育・保育給付に係る教育・保育を行う者若しくはこれを使
用する者若しくはこれらの者であった者に対し、報告若しくは文書
その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又は当該職員に関係者に
対して質問させ、若しくは当該教育・保育を行う施設若しくは事業
所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させ
ることができる。

子ども・子育て支援法第14条第１項

１ 指導検査の法的根拠と目的



【目黒区の給付の対象施設・事業として求める運営基準】
〇目黒区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例（目黒区条例第23号）

主に区の認可基準と運営基準の遵守状況を確認するとともに、
関係法令や国の通知を基に指導検査を実施する。

①設備・人員に関する内容（面積、職員配置など）
②運営に関する内容（保育の内容、質の評価、衛生管理、苦情解決など）
③施設の利用手続き、給付費の請求、利用者負担額等の受領、

委託費の経理等に関する内容
④区が独自に上乗せして定めた内容
⑤その他法規（社会福祉法、消防法、労働基準法等）に関する内容

１ 指導検査の法的根拠と目的



１ 指導検査の法的根拠と目的

【目黒区特定教育・保育施設及び特定地域
型保育事業指導検査実施要綱 第２条】
指導検査は、支援法に定める施設等に
対し、児福法等関係法令に照らし、施
設等における施設型給付費等の支給の
適正性を確認し、施設運営及び保育の
実施状況等について、必要な助言及び
指導又は是正の措置を講じることによ
り、施設等の適正な運営及び保育サー
ビスの質の確保及び利用者支援の向上
を図り、もって小学校就学前子どもの
健全な発達を保障し区における児童福
祉のより一層の増進に寄与することを
目的とする。



２ 区の指導検査の流れ

子ども・子育て支援法第14条に基づく一般指導検査
①施設調査書の提出（全施設）

東京都に提出した施設調査書も合わせてご提出ください。
②検査実施通知の送付 ＊２か月前送付
③事前提出資料の受領 ＊１か月前〆切
④実地検査の実施
⑤検査結果通知の送付
⑥改善状況報告書の提出(文書指摘事項がある場合)
⑦改善状況報告書の確認(再提出)

改善等がなされていない場合、再指導等
（特別指導検査への移行等あり）

次回検査へ
の反映



一般指導検査（実地検査） ＊支援法第14条

検査通知（概ね２か月前）

（実地検査の実施）
問題点の指摘（文書指摘等）

改善状況報告書の提出

改善状況報告書の内容確認、再指導、再提出

改善状況報告書の収受

特別指導検査（実地検査） ＊支援法第38条

著しい不適正な運営、
重大な不正、改善の
遅滞等

適
正
化

次回検査へ
の反映

２ 区の指導検査の流れ



特別指導検査 ＊支援法第38条

検査通知（概ね３～４週間前）
（勧告に至らない改善を要する事項、予告しない場合がある）

問題点の指摘（文書指摘等）

改善状況報告書の提出・精査・確認

改善勧告 ＊支援法第39条

報告書の提出・精査・確認

聴聞・弁明の機会の付与

確認の取消又は停止
＊支援法第40条

適
正
化

次回検査への反映

（一般指導検査へ）

（正当な理由なく、期限内に勧告に
係る措置をとらない場合）

聴聞・弁明の機会の付与

改善命令（支援法第39条）

報告書の提出・精査・確認
（正当な理由なく、期限内に命令に
係る措置をとらない場合）

２ 区の指導検査の流れ
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運営・保育・会計
について検査し、
必要な助言及び指
導を実施する。 
必要に応じて、
是正等の措置をと
るべきことを勧告
する。

各保育所を巡回し、
主に保育内容等を
確 認し、指導・助
言を行う。
→２か月に１回

程度訪問

指導検査 巡回支援

３ 区における助言・指導の体制

常に連携



４ 区内指導検査対象保育施設数の推移

R7R6R5R4R3R2保育所種別等

838383838272私立認可保育所1

101013141516小規模保育所2

222222事業所内保育所3

959598999990合 計



合計小規模・事業
所内保育所

私立認可
保育所経営主体

６７８５９株式会社1

２６４２２社会福祉法人2

２０２宗教法人3

９５１２８３合 計

＊数値は令和６年４月1日現在

【経営主体別保育施設数】

４ 区内指導検査対象保育施設数の推移



R６年度R５年度R４年度R３年度

１０１１１４１５小規模保育事業所

２２２２事業所内保育事業所

２７１５１４４私立認可保育所

３９２８３０２１件数合計

うち特別指導検査４件

５ 指導検査の実施状況について

【これまでの指導検査実施件数一覧(区実施分)】



令和６年度特定教育・保育施設指導検査実施状況
 実施期間 令和６年６月～令和７年２月
 実施施設 目黒区内私立認可保育所 計２７園(分園1園含む)

 指導検査結果(24園,速報，今後修正される場合もあり)

◎文書による指摘事項 延 ３８件
在籍児童数に見合う面積が不足している、カーテン等が防炎機能を有していない、
避難・消火訓練が毎月実施されていない、認可内容と現状が不一致（医務コーナー
の未設置）、会計上の拠点区分が適正に設定されていない、など

◎口頭による指導事項 延 ６３件
保育士を適正に配置していない、勤務に関する帳簿の内容不備、健康診断の未受診者
がいる、認可内容と現状が不一致である、収益を適正に計上していない、経理規程に
従った会計処理が行われていない など

５ 指導検査の実施状況について



委託費等の返還に至った案件について

D社D保育園B社C保育園B社B保育園A社A保育園事業者/園別
H31.4月及び
R3.2月～3月H30.4月～R2.11月(H31年度を除く)H30.4月～R2.7月不正のあった期間

１名:1か月分
３名:３か月分４名:19か月分３名:23か月分３名:56か月分該当職員数及び

延べ月数

約 135万円約 124万円約1,286万円約1,893万円返還金

約 29万円約 50万円約 312万円約 547万円違約加算金

令和４年度に、区内の私立認可保育所４園について委託費等の返還金が発生しました。
いずれも勤務実態のない職員を、園の委託費等請求時の名簿に記載していました。
なお、現在は返還金の精算が完了し、各社における運営体制等の改善がなされています。

５ 指導検査の実施状況について



委託費等の返還に至った案件について

Ｅ社Ｅ保育園事業者/園別

R2.4月～R5.3月(36か月)不正のあった期間

24名，３年間で延べ197か月分該当職員数及び延べ月数

約4,637万円返還請求額:運営委託費

約884万円返還請求額:宿舎借上げ等補助金

未定違約加算金

また、区の特別指導検査により、区内の私立認可保育所１園において、委託費等の
返還金が発生しました。勤務実態のない職員を、園の委託費等請求時の名簿に記載す
るほか、宿舎借上げ補助金や処遇改善手当について不当に受給していました。

５ 指導検査の実施状況について



私立認可保育所は、児童福祉法及び子ども・子育て支援法に定めら
れた児童福祉施設です。適正な運営を行うことが委託の前提です。

◎子ども・子育て支援法
第一条 子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子どもを養育し

ている者に必要な支援を行い、もって一人一人の子どもが健やかに
成⾧することができる社会の実現に寄与することを目的とする。

第四条 事業主は、その雇用する労働者に係る多様な労働条件の整備
その他の労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにす
るために必要な雇用環境の整備を行うことにより当該労働者の子育
ての支援に努めるとともに、国又は地方公共団体が講ずる子ども・
子育て支援に協力しなければならない。

５ 指導検査の実施状況について



令和７年度の一般指導検査については、次のとおり実施します。
 実施期間 令和７年５月～令和８年２月
 実施施設 目黒区内私立認可保育所 ３５園（予定）
 実施内容

（１）施設調査書の提出
（２）事前確認資料の提出
（３）実地指導
（４）実施結果報告
（５）改善状況報告書の提出

＊会計分野については、公認会計士への委託を実施します。
＊実施結果については、区ＨＰでの公表を検討しています。

６ 令和７年度の指導検査の予定について



運営分野の検査項目

１ 児童の入所状況
２ 基本方針及び組織
３ 就業規則等の整備
４ 職員の状況
５ 勤務状況

６ 職員給与等の状況
７ 健康管理
８ 職員研修
９ 施設⾧の責務
10 建物設備等の管理
11 災害対策の状況

６ 令和７年度の指導検査の予定について



保育内容の検査項目

１ 保育の状況
２ 食事の提供の状況
３ 健康・安全の状況

６ 令和７年度の指導検査の予定について



会計経理の検査項目

１ 社会福祉法人の会計経理
２ 社会福祉法人以外の会計経理

６ 令和７年度の指導検査の予定について



評価区分 ①

福祉関係法令及び福祉関係通達等の違反が認
められる場合は、原則として、改善のために必
要な措置をとるべき旨を文書により指導する。

ただし、改善中の場合、特別な事情により改
善が遅延している場合等は、「口頭指導」とす
ることができる。

文書指摘
（評価区分C）

６ 令和７年度の指導検査の予定について



評価区分 ②

福祉関係法令以外の関係法令又はその他の通
達等に違反する場合は、原則として、「口頭指
導」とする。ただし、管理運営上支障が大きい
と認められる場合又は正当な理由なく改善を
怠っている場合は、「文書指摘」とする。

なお、福祉関係法令及び福祉関係通達等に違
反する場合であっても、軽微な違反の場合に限
り、「口頭指導」とすることができる。

口頭指導
（評価区分B）

６ 令和７年度の指導検査の予定について



法令及び通達等のいずれにも適合する場合
は、水準向上の為の「助言指導」を行う。

助言指導
（評価区分A）

６ 令和７年度の指導検査の予定について

評価区分 ③



指導検査に関する主な関係法令 一部抜粋
略称関係法令等

区条例23号目黒区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例
都条例東京都児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例
都施行規則東京都児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例施行規則
都事務取扱要綱東京都保育所設置認可等事務取扱要綱
法児童福祉法
支援法子ども・子育て支援法
保育所保育指針保育所保育指針
社会福祉法社会福祉法
労働基準法労働基準法
育児・介護休業法育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律
労働安全衛生法労働安全衛生法
消防法消防法
留意事項通知特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項について

等・・・



★子どものため・・・・・安心・安全に過ごすことができる
環境を確保(保育の質の向上)

★保護者のため・・・・・安心して子どもを預けることができる
環境を確保(安心・安全の確保)

★園及び職員のため・・・職員が安心して働くことができる
環境を確保(リスクマネジメント)

３つの安心を確保する

７ 指導検査の意義

◎今後ともご協力をよろしくお願いいたします



ご清聴ありがとうございました


